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当社と子会社（ＤＣＭジャパン株式会社）との合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 

 

当社は、平成 21 年 12 月 28 日開催の取締役会において、下記のとおり当社の連結子会社であるＤＣＭジャ

パン株式会社を吸収合併することを決議いたしましたので、お知らせいたします。 

なお、本合併は、連結子会社を対象とする簡易吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省略して開示し

ております。 

記 

１． 合併の目的 

ＤＣＭジャパン株式会社は、ホームセンターを展開する株式会社カーマ・ダイキ株式会社・ホーマック株

式会社の仕入統括、商品供給を担う機能会社としての位置付けで平成 15 年に設立されました。その後、

平成 18 年の３社経営統合による当社設立後、当社の完全子会社となっておりましたが、今後、物流・商流

の一本化を効率的に進めると共に、より強い収益構造を確立するため、同社を吸収合併することといたし

ました。 

 

２． 合併の要旨 

（１） 合併の日程 

合併決議取締役会 平成 21 年 12 月 28 日 

合併契約締結 平成 21 年 12 月 28 日 

合併の予定日（効力発生日） 平成 22 年 ３月 １日 

なお、本合併は、当社においては会社法第 796 条第３項に定める簡易合併であり、ＤＣＭジャパン株式

会社においては会社法第 784 条第１項に定める略式合併であるため、いずれも合併契約承認株主総会

を開催いたしません。 

（２） 合併の方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式で、ＤＣＭジャパン株式会社は解散いたします。 

（３） 合併に係る割当ての内容 

当社は、ＤＣＭジャパン株式会社の全株式を所有しており、合併比率の取り決めはありません。また、合

併による新株式の発行および資本金の増加もありません。 

（４） 消滅会社の新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱い 

ＤＣＭジャパン株式会社は、新株予約権および新株予約権付社債を発行しておりません。 



３． 合併当事会社の概要 

 存続会社 消滅会社 

（１）商号 DCM Japanホールディングス株式会社 DCM ジャパン株式会社 

（２）所在地 東京都品川区南大井六丁目 16 番 16 号 東京都品川区南大井六丁目 16 番 16 号 

（３）代表者 代表取締役社長 久田宗弘 代表取締役社長 久田宗弘 

（４）事業内容 ホームセンター事業および子会社の

株式を保有することによる当該子会社

の事業活動の支配・管理等 

ホームセンター商品の共同仕入、商品

開発および輸入代行業務、ストアブラ

ンド商品の管理、通信販売等 

（５）資本金 10,000 百万円  300 百万円  

（６）設立年月日 平成 18 年 ９月 １日 平成 15 年 ５月 26 日 

（７）発行済株式数 159,439,199 株  6,000 株  

（８）決算期 ２月末日 ２月末日 

（９）大株主および持株比率 

（平成 21 年８月 31 日現在）
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（10） 純資産 134,705 百万円 （連結） 540 百万円  

（11） 総資産 299,904 百万円 （連結） 2,780 百万円  

（12） １株当たり純資産 868 円 26 銭 （連結） 90,163 円 84 銭  

（13） 売上高 426,552 百万円  （連結） 15,331 百万円  

（14） 営業利益 13,674 百万円 （連結） 71 百万円  

（15） 経常利益 13,744 百万円 （連結） 123 百万円  

（16） 当期純利益 4,918 百万円 （連結） 77 百万円  

（17） 1 株当たり当期純利益 31 円 92 銭 （連結） 12,927 円 54 銭  

（注１） 「（10）純資産」～「（17）１株当たり当期純利益」の項目は、平成 21 年２月期のものを記載しております。 

（注２） 「（13）売上高」には、「その他の収入」を含めて記載しております。 

 

４． 合併後の状況 

本合併による、商号、事業内容、所在地、代表者、資本金および決算期の変更はありません。 

５． 今後の見通し 

本合併は、当社と当社 100%出資の連結子会社との合併であるため、当社連結業績に与える影響はあり

ません。 

以上 

 


